
採択され、東京電力管内で2015年３
月まで欧州で実績のある産業用ＤＲ技
術を活用した実証事業を行った。日本
市場でも技術を活かし、市場を開拓で
きると判断した。

　ＤＲは、電気の使う量を想定し
て発電量を積み上げるのではなく、
発電量に見合った需要量を、ICTシス
テムとIoTを駆使してバランスさせる
というもの。このため電気事業者と電
力需要家である鉄鋼や化学などの会社
の間に入って調整するのがエナジー
プールなどのエネルギー・サービスプ
ロバイダーということになる。
　具体的な仕組みは、まず製造業の

エナジープールディベロップモ
ンは、2009年の創業になる。その後
2010年にシュナイダーエレクトリッ
クと資本提携を行いグループに参入し
た2013年に英国、ベルギーで事業を
開始、2014年に日本、カメルーン、
韓国などに進出している。2015年に
はエナジープールジャパンを設立し、
同年７月１日より事業を開始した。そ
れまで、日本国内でシュナイダーエレ
クトリックのデマンドレスポンス事業
部が行ってきた事業を移管した。
　シュナイダーエレクトリックとエ
ナジープールディベロップモンは、
2013年末に一般社団法人新エネル
ギー導入促進協議会のＤＲ実証事業に ユーザー敷地内に「ＤＲ ＢｏＸ」を

設置する。このネットワーク機器で収
集したデータをもとに、数ヶ月から半
年程度の時間を掛けて生産ラインの特
性を把握して、電力の削減要請に対応
可能な電力量や時間を設定する。電気
事業者の要請があった場合、ＤＲを発
動して需給を調整する。業種的には電
力使用量の多い鉄鋼やセメント、化学
や製紙パルプなどが中心になる。

　発電機と比較した場合、欧州
で認識されているＤＲの技術的優位性
とは、エリアの特定の地域で調整しよ
うとする場合、大規模電源と異なって
分散した電源をアグリゲーションする
ことで、系統の混雑回避に優位性があ
る。また多くの需要家を集めることで

ー



温室効果ガス削減が求められる。
　そもそも電気事業は、十年の単位で
安定供給の責務がある。投資スパンの
長い事業だけに、日本の社会構造の変
化、例えば人口減少社会の際に、電気
事業に何が起きるのか。人口が減ると
需要は縮小し、電源余剰感が出てく
る。そうすると需給調整に用いる火力
電源の固定費を回収できるかという
問題になる。ＤＲを導入することに
よってこれらの問題解決の一助になり
うる。

　ＤＲはまだ緒に就いたばかり。
先ずは一歩一歩だ。ただ、今後も拡大
が見込まれる再生可能エネルギーを
有効に利用するには､「30日等出力抑
制」などの発電したものを解列する
事態を抑制する必要もあると思う。理
論的には限界費用が安価な電源なのだ
から電力消費を抑えるのではなく、逆
に需要を創出して有効利用する「上げ
のＤＲ」も必要になると考えている。
再生可能エネルギーを極力有効に活用
し、産業用需要家はよりフラットな生
産ラインの稼働を目指すことでコスト
低減ににつなげる。仕組み作りには
様々な検討も必要だが、社会全体を見
て最適化する手法が求められる。

　日本では2011年の東日本大震
災から、電気事業の在り様が大きく変
わった。それまでは需要に応じて供給
力を積み上げる考え方だったが、それ
以降は再生可能エネルギーなども含め
た環境に配慮した供給力を積み上げ
た上で、需要を調整するというもの
だ。昨年発効したパリ協定では、日本
は2030年度に2013年度比で26％の

信頼度は100％に近付いていく。コス
ト面では減価償却済みの火力発電と比
較しても一定の競争力がある。再生可
能エネルギーの導入が拡大すると調整
力の必要量も増加するが、調整力用電
源を新規建設することを考えると、メ
リットは大きい。さらにＤＲを発動し
て得られる「ネガワット」は環境に優
しいとも言える。需要家サイドでは、
エネルギーコストの削減につながる。
　2009年の創業からノウハウを蓄積
してきた。2016年の６月２日にフラ
ンスで発生した原子力発電所の停止な
どによる需給ギャップ発生時には、一
般配送電事業者の要請を受けて56.1
万kWのネガワットを創出した実績も
ある。
　日本で事業展開をするために
2014年には指令室となるNetwork 
Operation Center(ＮＯＣ)を整備して
準備を進めてきた。先に、電力・ガス
取引監視等委員会は一般配送電事業
者10社の調整力公募の結果を公表し
たが、ＤＲを活用した応札では「電
源Ⅰ’(イチダッシュ)」の募集に５社が
応じ、募集量合計132.7万kWに対し
て合計111.2万kWあり、合計95.8万
kW(35億9,300万円)が落札された。
これは日本で初めてＤＲが開かれた
競争入札で取引された例となった。
2017年は正にＤＲ元年と言える。


